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東京都および全国の離島における認知症支援モデルの可視化に関する研究 

東京都の離島における支援モデルの構築 

 

研究分担者 井藤佳恵 東京都健康長寿医療センター研究所 研究部長 

     

研究要旨 

本研究は、東京都島しょ地域における認知症支援体制の実態を明らかにし、地域特性に

応じた支援モデルの構築を目的とした。島しょ地域は、認知症疾患医療センターが未設

置であり、医療・介護資源の制約や本土とのアクセスの困難性といった特徴を有する。 

2024 年度に実施した調査では、離島における高齢者支援の課題として、①フォーマル

サポートの量的不足、②インフォーマルサポートの脆弱化、③住民のヘルスリテラシー

の不足と認知症に対するスティグマが抽出された。これらは医療・介護・福祉の各領域

に共通する横断的課題であった。 

2025 年度は、これらの知見を踏まえ、「予防事業と認知症対応事業の一体化実施モデ

ル」の構築に取り組んだ。新島村および神津島村をフィールドとし、住民リーダー育

成、フレイル予防事業との連携、認知症教育の統合的実施などを組み合わせた介入を開

始した。また、地域在住高齢者を対象とした調査により、認知症の診断に対する恐怖が

広く存在し、その背景に社会的態度（エイジズム）が関与している可能性が示唆され

た。 

以上より、離島における認知症支援は、医療提供体制の整備のみならず、地域社会の認

識や文化的要因を含めた包括的なアプローチが必要であると考えられた。 

A. 研究目的 

東京都の島しょ二次保健医療圏は、都内で

唯一認知症疾患医療センターが設置されて

いない地域である。高齢化の進展と人口減

少、医療介護資源が充足されない状態、離

島特有の地理的制約等を背景として、独自

の支援体制の構築が求められる。  

2024 年度に、同医療圏の専門職を対象と

して行った郵送調査から、離島における高

齢者の医療・ケアでは、領域横断的に、①

フォーマルサポートの不足、②インフォー

マルサポートの脆弱化、③住民のヘルスリ

テラシーの不足とスティグマ、の 3 つの共

通した課題があることが把握された。 



14 
 

本年度の研究は、介入モデルの構築にあた

り、ベースライン調査を行い、地域住民の認

知症に対するスティグマを測定し、その関

連要因を探索することを目的とした。 

本研究は、既存資源を有効活用しながら、予

防と共生の両輪を実現する離島モデルの構

築を目指している。 

 

B. 研究方法  

１）介入モデルの構築 

新島村および神津島村を対象として、予防

事業（フレイル予防等）と認知症支援を統

合した実施モデルを構築した。 

２）住民調査 

両村に在住の 65 歳以上高齢者を対象に郵

送調査を実施した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京都健康長寿医療センター倫

理委員会の承認を得て行った。 

 

C. 研究結果 

１）介入モデルの構築 

「予防事業と共生事業の一体化実施プロジ

ェクト」を新たに立ち上げた。 

プログラムの開発 

東京都健康長寿医療センターが受託してい

る以下の 3 つの都事業が協働し、「予防と共

生の一体化実施プログラム」を開発した。 

・認知症対応力向上のための事業：認知症

支援推進センター事業 

・予防事業：介護予防・フレイル予防推進支

援センター、 

・住民リーダー育成事業：介護予防リーダ

ー・サポーター養成事業 

プログラムの実施 

島しょの自治体職員や専門職と検討を重ね、

認知症に対する関心が薄い層、スティグマ

が強い層にアプローチするために、以下の

ような方法で、プログラムを実施すること

にした。 

・認知症講座とフレイル予防講座の一体的

実施 

・呼び込み型の研修ではなく、シルバー人

材センター等の高齢者が集まっている場

所への持ち込み企画としての講座を実施 

・小規模コミュニティーでは特に大きな影

響力をもつ「住民リーダー」を対象とした

認知症サポーター養成研修などを組み合

わせた事業展開 

現在までに 2 島 3 か所で開催し、69 人の参

加を得た。認知症に対する態度の変化を測

定した結果、知識の習得によって期待され

る変化が認められる。一方で、それ以外の項

目には変化が認められないことが現行のア

プローチ法の限界である。 

今後の事業展開について、自治体と協議を

重ねていく必要がある。 

２）住民意識の特徴 

・「もし私が認知症だったら、恥ずかしかっ

たり、きまりが悪かったりするだろう」1-4

という項目に「そう思う」と回答した者が

49％であった。 

・認知症の診断に対する強い恐怖が、回答

者の 45％で認められた。 

・強い診断の恐怖は、性別・年齢・主観的経

済状況・世帯形態、あるいは、心身の健康

状態や社会的孤立と有意な関連を認めず、

エイジズムと非常に強く関連した。 

 

D. 考察 

本研究により、離島における認知症支援の

課題として、フォーマルサポートの不足は
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確かに存在するが、地域社会の構造および

住民の認識に起因する複合的なものである

ことが明らかとなった。 

財源が異なることから、「予防」を主眼にお

いた施策と「共生」を主眼においた施策が分

断されて実施されてきた。これらの施策は

本質的に連続すべきものであり、また、資源

的制約が大きな課題となっている離島では

両者を統合する差し迫った事情が存在する。

本研究で構築した一体化モデルは、その具

体的方策を示すものである。 

認知症に対するスティグマや診断への恐怖

は、特定のマイノリティがもつものではな

く、多くの高齢者が共有していた。従って、

これらは個人の問題ではなく、社会的に共

有された態度である。よって、認知症支援体

制の重要な要素である認知症医療提供体制

の構築においても、医療提供体制そのもの

の整備と並行して、スティグマへのアプロ

ーチが必要と考えられる。 

以上より、離島における認知症支援は、「医

療・介護サービスの提供」から「地域全体の

認知症対応力の向上」へと視点を拡張する

必要がある。 

 

E. 結論 

本研究は、東京都島しょ地域における認知

症支援の課題構造を明らかにし、予防と共

生を統合した支援モデルの必要性を示した。 
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